　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式２）

平成　　年　　月　　日
  国土交通省総合政策局
　建設市場整備課長　　　殿

事業実施機関

機関名称：

代表者役職：

代表者氏名：                         印

担当者氏名：

連絡先：

　　平成２１年度「建設業人材確保・育成モデル事業（専門高校実践教育導入事業）」

応募提案書
記

１．提案事業名

　　　（留意点）提案している事業の特徴が推測できるような名称とすること。
２．事業費総額                    円

３．事業実施期間

　　開始予定日　平成　年　月　日

　　完了予定日　平成　年　月　日

平成２１年度「建設業人材確保・育成モデル事業（専門高校実践教育導入事業）」
応募提案書

１．事業の概要

　　（留意点）

  　　・事業の概要について、簡潔に記載する。

２．事業内容等

（１）教育界や建設業界における現状、課題、ニーズ等

　　（留意点）

・当該地域における教育界や建設業界における現状、課題、ニーズ等について説明する。

（２）目的

（留意点）

・上記（１）の課題とニーズに対し、開発すべき教育プログラムや取組むべき人材育成といった、事業の目的について簡潔に記載する。

・地域の建設事業者等の人材育成・人材確保にどのように資する内容であるのか記載する。

（３）目標

（留意点）

・事業の目標について、できる限り具体的に記載する。

・評価基準となる指標（定性・定量目標）について記載する。

　　　・年次的な達成が測れるよう、初年度の目標も記載する。
（４）特長

（留意点）

　　　・事業内容の先導性、新規性等について記載する。

　　　・得られる事業成果の普及可能性（モデル性）についても簡潔に言及すること。

３．実施内容等

　（留意点）　

　　・具体的なプログラムの内容や事業実施スケジュール等について記載する。

（１）プログラムの内容

　（留意点）

　　・計画しているプログラム（生徒の企業実習、建設事業者等における学校での実践的指導、教員の建設事業者等での研修、工業高校等と建設事業者等の共同研究等）の内容について、研究のねらい、対象学科と対象生徒数の規模、実施時期及び期間、教育課程上の位置付け、協力建設業団体・建設事業者等、実施場所、講師、設備・機器、実習材料等について詳細かつ具体的に記載する。
・特に、どのような建設業団体・建設事業者等と連携して、どのような技術技能分野に係る実践的な人材育成プログラムを開発するのか明確に記載する。

　　・学校ごとの記載ではなく、取組ごとに記載してください。
　　・「研究のねらい」については、本事業が産業界と教育界が連携した新しい教育方法の開発　

　　　を目的としており、教育課程や指導方法、学校と地域産業界の連携方法等の研究を目的と

　　　していることを十分考慮した内容として、何を研究するかを明確に記載してください。

　　・本事業は、長期の現場実習（デュアルシステム）の実践研究が特に重要であるため、年次　

　　　的な目標を含め、当該地域にどのように導入していくかを詳細に説明してください。
（２）効果測定について

（留意点）

　　・（１）のプログラム実施により得られる効果をどのように測定するのか記載する。

　　・定性的・定量的な測定方法とするよう留意する。
　　・効果測定には、「生徒、教員、企業関係者からの意識調査」や「建設業における優秀な人
　　　材の確保・育成に関する効果」も含めるようにしてください。

　

	（定性・定量目標の例）
定性目標：①工業高校等の教員・生徒、地域建設事業者等の満足度

　定量目標：①企業実習等実践的取り組みの参加生徒数、参加教員数、実施回数等

　　　　　　②参加生徒の建設業への採用数、就職希望割合等


（３）平成２１年度の活動計画
	活動時期
	活動の具体的内容

	○月○日～○日

	○○○



※具体的に記述すること。
（４）活動計画（既存指定地域は実績含む）
①新規に応募する地域（平成２１年度指定地域）は下記表に記載してください。

	活動時期
	活動の概要

	平成２１年度

○月○日

□月□日～△月□日
	○○○

×××



	平成２２年度
	


①平成２０年度に指定された地域（平成２０年度指定地域）は下記表に記載してください。

	活動時期
	活動の概要

	平成２０年度（実績）

	

	平成２１年度
	

	平成２２年度
	


※平成２１年度の欄については前項の活動計画を記述すること。
※できるだけ具体的にそれぞれの年度の活動概要を記述すること。

※平成２０年度の実績（平成２０年度指定地域）については、別紙を用いることも可とします。
４．実施体制
　（留意点）　

　　・「３．実施内容等」を進めるにあたっての役割分担を記載する。

（１）事業スキーム

	


　※事業の概略図を記載すること。

事業実施都道府県等教育委員会及び取組校

	
	教育委員会名：
	　

	
	取組校名：
	　

	
	取組校名：
	　

	
	取組校名：
	　


協力建設業団体及び建設事業者等の協力体制

	　①建設業団体

	
	団体名：
	　

	
	協力内容：
	　

	
	団体名：
	　

	
	協力内容：
	　

	　②建設事業者等

	
	建設事業者等名：
	　

	
	協力内容：
	　

	
	建設事業者等名：
	　

	
	協力内容：
	　


（２）人材育成連携推進委員会（仮称）

　①名称

　②委員の人数　　　名

　③委員の構成
	氏 名
	所属・職名
	職 場 所 在 地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※代表者（主査、委員長）は氏名の隣に○を記入すること。
　④役割

　　（留意点）

　　　・人材育成連携推進委員会（仮称）の役割や当該委員会で検討する内容等を具体的かつ詳細に記載する。

（３）都道府県等教育委員会の概要及び事業管理体制等
　　（留意点）

・都道府県等教育委員会が、別紙１に記載する。
（４）取組校における概要及び本事業における取組
　　（留意点）

・都道府県等教育委員会が、別紙２に記載する。
　　　・校内における事業推進体制について特色ある取組があれば、簡潔に記載する。
（５）受託業務の管理体制

　　①コーディネータ

　　　（留意点）

　　　　・事業実施機関が、別紙３に記載する。

　　②コーディネータ補助

　　　（留意点）

　　　　・事業実施機関が、別紙４に記載する。

　　③事業実施機関の概要

　　　（留意点）

・事業実施機関が、別紙５に記載する。

　　④事業実施機関のバックアップ体制
　　　（留意点）

　　　　・本事業実施のためコーディネータの活動や各委員会の運営におけるバックアップ体制について簡潔に記載する。

　　　

（６）副教材作成の実施体制

（留意点）　

　　　・計画している実践的取り組みに用いる教材について、どのような体制で作成するのか、具体的に記載する。

（７）自立化に向けた具体的方策

　　（留意点）

・本委託事業終了後も地域の中で自立的に事業が継続できるように、地域の中で工夫していることやしようとしていること（自治体や地域の協力体制）や地域内への普及方法等の概要を簡潔に記載する。

（８）他事業との連携

　　（留意点）

　　・他の国の委託事業や自主事業等との連携について簡潔に記載する。
５．経費概算
　（留意点）

　　・文部科学省に係る経費については、別紙６に記載する。

　　・国土交通省に係る経費については、別紙７に記載する。

６．添付資料
（１）取組校の学校要覧

（２）取組校の教育課程表

（３）教育課程の基準によらない教育課程の編成及び実施を希望する取組校がある場合は、別紙８に必要事項を記入の上、添付すること。

（４）事業実施機関の定款又は寄附行為（法人格を有しない場合は、運営規約に該当するもの）　　

（５）事業実施機関の経理基準等を定めた規定（委託費の積算根拠となる書類）

（６）事業実施機関の事業概要がわかるパンフレット等

（７）事業実施機関の直近１年間の決算書類

別紙１

都道府県等教育委員会の概要及び事業管理体制等

１　都道府県等教育委員会のこれまでの取組

（留意点）

　・ものづくりや産業教育（特に建設産業に関するもの）に関するこれまでの取組について、簡潔に記述する。
２　都道府県等教育委員会の事業管理体制等
（留意点）

　　・都道府県等教育委員会の役割、業務、事業管理体制等について、簡潔に記述する。
３　人材育成連携推進委員会の運営体制について

（留意点）

　・人材育成連携推進委員会の運営体制について、簡潔に記述する。
別紙２

取組校の概要

１　学校名

    校長名

２　所在地

    電話・ＦＡＸ    
　(TEL)　　　　　　　 　　　　 (FAX)

３　学年・課程・学科別生徒数，学級数　

	課程
	学科
	第１学年
	第２学年
	第３学年
	計

	
	
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数

	全日制
	○○科
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	××科
	
	
	
	
	
	
	
	

	定時制
	△△科
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


４　教職員数

	校長
	教頭
	教諭
	養護教諭
	非常勤講師
	実習助手
	事務職員
	司書
	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	


５　学校のこれまでの取組等

（１）企業、大学、研究機関等との連携状況（産業界（特に建設産業に関するもの）と連携した教育の取組）

（２）職業教育に関する教育課程等の特色

（３）職業教育に関するクラブの活動状況（過去３年間）

（４）卒業後の状況

（５）研究歴等（文部科学省の指定事業等）

（６）その他特記すべき事項

　

 別紙３
コーディネータの活動実績等
（留意点）

　・コーディネータ毎に記載する。なお、必要に応じて記入枠を広げてください。

１．コーディネータの経歴等

	コーディネータ氏名
	所属（ＯＢ人材の場合、旧所属を記載）

	ひらがな
	

	漢　　字
　生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	肩　　書
	専門分野

	
	

	主な資格（学位を除く）
	

	
	

	学歴、履歴事項（最終学歴から記載ください）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職・学歴）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	現在活動している国及び自治体等の審議会等並びにコーディネート活動に関するボランティア活動

	（任　期）
	（委嘱者）
	（役職・活動など）

	       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月
	
	

	　実　　績
（本事業に資するコーディネータの実績について記載する。）


２．コーディネータが有する人的ネットワークの範囲及び内容

（留意点）

　・具体的な人物、企業、団体名について図表等を用いて記載する。

	


３．委託事業におけるコーディネータの役割

（留意点）　

　・委託事業におけるコーディネータの有用性・役割について具体的に記載する。
	


別紙４

コーディネータ補助員の活動実績等
（留意点）

　・コーディネータ補助者毎に記載する。なお、必要に応じて記入枠を広げてください。

１．コーディネータ補助員の経歴等

	コーディネータ補助員氏名
	所属（ＯＢ人材の場合、旧所属を記載）

	ひらがな
	

	漢　　字
　生年月日　　年　　月　　日生（　　歳）
	

	肩　　書
	専門分野

	
	

	主な資格（学位を除く）
	

	
	

	学歴、履歴事項（最終学歴から記載ください）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（始　期）
	（終期・現職）
	（役職・学歴）

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	年　　月
	年　　月
	

	現在活動している国及び自治体等の審議会等並びにコーディネート活動に関するボランティア活動

	（任　期）
	（委嘱者）
	（役職・活動など）

	       年　　月～　　年　　月
       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月

       年　　月～　　年　　月
	
	

	　実　　績
（本事業に資するコーディネータ補助者の実績について記載する。）


２．コーディネータ補助員が有する人的ネットワークの範囲及び内容

（留意点）

　・具体的な人物、企業、団体名について図表等を用いて記載する。

	


３．委託事業におけるコーディネータ補助員の役割

（留意点）

　・コーディネータ補助員の役割（コーディネータとの役割分担も含む）について具体的に記載する。

	


別紙５

事業実施機関の概要

	事業実施機関名
	

	代表者氏名
	                             　（役職）

	所　在　地
	

	電話番号
	
	FAX番号
	

	担当者氏名
	                               （役職）
                               （e-mail）

	　資本金等：　　　　　　  千円   　　　 ※財団法人等は基本財産、出資金等
　従業員：              人            ※財団法人等は専従職員等

　売上高：             千円           ※財団法人等は事業費等

　設立年月：           年  　　月

	　
　設立の経緯・事業活動の状況（設立（結成）時期、設立目的、過去の事業の実績及び成果等の全般的

　な内容）、構成員企業（支援対象企業）の内容、人材育成に関する施策への取組実績


別紙６
事業経費内訳
                                                            　　   （単位：円）
	費　目
	種　別
	内　訳
	経費予定額

	設備備品費

	 設備備品費
 
	
	

	
	
	 小計
	

	人件費

	 賃金
 
	
	

	
	
	 小計
	

	事業費

	 諸謝金
 
	
	

	
	
	 小計
	

	
	 旅費
 
	
	

	
	
	 小計
	

	
	 借損料
 
	
	

	
	
	 小計
	

	
	 消耗品費
 （図書購入費）
	
	

	
	
	 小計
	

	
	 会議費
 
	
	

	
	
	 小計
	

	
	 通信運搬費
 
	
	

	
	
	 小計
	

	
	 雑役務費
 
	
	

	
	
	 小計
	

	
	上記以外の経費
 
	
	

	
	
	 小計
	

	再委託費

	 再委託費

	
	

	合計                         
	


　
　※経費の計上に際しては、次頁の経費計上の留意事項等を参考にすること。
　　　　（参考）
経費計上の留意事項等
（個別事項）
	 　費　目
	   種　別
	 　　　　　　内　　　　　　　　訳

	設備備品費
	設備備品費
	 ○○解析装置　○台×○○円＝○○円


※　原則として研究を目的とする委託業務等で、かつ、必要やむを得ない場合にのみ計上を認めます。
※　備品は取得価格が10万円以上かつ耐用年数が1年以上のものとします。
※　見積書等にて規格、性能等を確認し当該業務の実施に当たり必要最低限度のもので、価額が妥当であるか確認します。
※　資産価値を増大する改造（機能向上）については、当該委託業務で取得した物品についてのみ対象とし、受託者が所有する物品についての改造は認められません。
	人件費

	賃金

	 研究補助費
　　○人×○日×○○円＝○○円
 人件費付帯経費（社会保険料等）
　　○人×○月×○○円＝○○円


※　雇用の必要性及び金額（人数、時間、単価（級号、超勤手当の有無））の妥当性を確認します。
※　業務に必要な期間のみの雇用となっているか確認します。
※　既に国費で人件費を措置されている職員等については計上できません。
	事業費

	諸謝金

	○○協力者会議
 委員出席謝金 教授 ○人×○回×○○円＝○○円
           PTA関係 ○人×○回×○○円＝○○円
 講演者謝金　　○人×○回×○○円＝○○円
 原稿執筆謝金  ○人×○回×○○円＝○○円

	
	
	○○検討委員会
 会議出席謝金　○人×○回×○○円＝○○円

	
	
	 資料整理業務　受託先の雇用形態により判断（人件　　　　　　費か諸謝金か雑役務費）する必要がある。
  　　　　　   ○人×○日×○○円＝○○円


※　積算内訳は協力者の内訳別に記載します。（なお、出席者等が未確定の場合にあっては、単価の妥当性を確認するため、〇〇関係者等と記載する等して表記します）
※　会議出席、原稿執筆、単純労務等を行った場合に支出する謝礼であり、単価等は委託先の支給規程及び文部科学省の支給単価等とを比較して妥当な単価を設定します。（必要に応じて理由書を添付するなどにより妥当性について付記）
　　また、講演者謝金等において、高額な支出を伴うものについては、当該講演者とする必要性についても確認します。　
※　受託先に所属する職員等に対する支出は原則として認められません。ただし、委託事業に係る業務が当該職員の本務外（給与支給の対象となる業務とは別）であることが関係資料から明確に区分されていることが確認できる場合には支出することができます。
	事業費

	旅費

	(国内)
 実態調査旅費 ○人×○回×○○円＝○○円
 委員出席旅費 ○人×○回×○○円＝○○円
 講演者旅費 ○人×○回×○○円＝○○円


※　原則として具体的用務毎に積算します。
※　調査、成果公表、会議出席及び委員会出席等、当該委託業務の実施に必要な旅費のみを計上します。
※　支給基準は原則として委託先の旅費規程によって差し支えないが、鉄道賃の特別車　　　　両料金等の支給については、原則として国の職員の例に準じる等、妥当かつ適正な旅　　　　費を積算します。
※　受託規定等がない場合は、旅費法及び文部科学省の規定を準用します。
※　業務計画に照らして出張先、単価、回数、人数は妥当か精査します。
	事業費

	借損料

	会場借料　　　○時間×○回×○○円＝○○円
パソコン借料          ○月×○○円＝○○円
複写機借料       ○月×○○円＝○○円


※　委託業務の実施のために真に必要なものであるかを確認します。
※　会議開催等に伴い発生する場合には事業計画書の会議等の時間及び回数と整合性がとれているかを確認します。
※　リース形式の形態でありながら事実上には備品を購入等していないかを確認します。
	事業費

	消耗品費
（図書購入費）

	コピー用紙代　○○箱×○○円＝○○円
フィルム代　　　○本×○○円＝○○円
参考図書　　○○冊×○○円＝○○円


※　消耗品費への計上は消耗品のみとし、備品等が計上されていないか確認します。
※　計上するものについては、品名（単価、数量）を記載することとしますが、具体的内容毎に使途の判断できる包括的名称を用いて簡略化して記しても差し支えありません。
	
	事業費

	会議費

	○○協力者会議
  飲物代　　○○人×○回×○○円＝○○円

	
	
	
	○○検討委員会
  飲物代　　○○人×○回×○○円＝○○円


※　会議開催等に必要な茶菓（コーヒー・紅茶等）及び弁当等の経費を計上します。
※　会議費の支出に当たっては、原則として委託先の諸規則によることとしますが、社会通念上常識的な範囲のものか精査します。（宴会等の誤解を受けやすいものや酒類の提供はできない）
※　会議等の出席者数及び回数と整合性がとれているか確認します。
※　事務担当者のみの打合せは除外します。
	事業費

	通信運搬費

	○○協力者会議
  会議開催通知郵送料　○人×○回×○○円＝○○円
　報告書等原稿郵送料　○人×○回×○○円＝○○円


※　会議開催等に必要な開催通知の発送、報告書・パンフレットの宅配等の経費を計上します。
※　通信運搬物の内容、数量、単価、回数は妥当か確認します。
	事業費

	雑役務費

	報告書印刷費　　　○○部×○○円＝○○円
○○解析装置修理　　○式×○○円＝○○円
振込み手数料　　　　○件×○○円＝○○円


※　委託契約の目的を達成するために付随して必要となる印刷等の軽微な請負業務等を　　　　計上します。
※　見積書等にて内訳及び金額の妥当性（数量、単価等）を確認します。
※　修繕は資産価値の増大を伴わない機能復元等であり、原則として対象物品は当該委　　　　託業務で取得したものに限られます。   
	　
	事業費

	上記以外の経費
(例)
光熱水料
電話料
保険料　等
	○○施設光熱水料　　　　○月×○○円＝○○円
○○電話料　　　　　　○ヶ月×○○円＝○○円
○○保険料　　　　○人×○回×○○円＝○○円　等


※　光熱水料等は、委託業務にかかる個別のメーターを設置している場合や稼働記録を　　　　証する書類等をもって当該委託業務分が算出できるものについて計上します。
※　当該委託業務で購入した物品のための保険料の計上は認められません。
　　（受託者の善管注意義務違反でなく物品に損害があった場合、国は必要に応じて修理若しくは再購入することとなるから保険を掛ける必要はないためです）
※　種別は、光熱水料のように具体的な名称により明らかにする必要があります。（不明瞭な種別の経費の積算は認められません）
	再委託費

	再委託費

	再委託先名称　○○円



※　業務そのものの一部を第三者に行わせる場合に計上します。
※　再委託費の内訳についても、同様の精査を行うこと。
別紙７

事 業 経 費 内 訳

	区　分
	内　　訳
	積　算　根　拠
	金額

	人件費
	１．人件費
　　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ人件費
　　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ補助者人件費
	
	

	事業費
	２．コーディネータ旅費
　　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ旅費

　　ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ補助者旅費

３．副教材作成費
　　専門家謝金
　　専門家旅費

消耗品費

４．事業実践費

①企業実習

受入経費（材料費等）

②学校での実践的授業
　　　講師謝金

　　　講師旅費

　　　指導経費（材料費等）
③教員の建設事業者等で
　の技術技能研修

　　　受入経費（材料費等）

④課外活動支援

　　　講師謝金

　　　講師旅費

　　　指導経費（材料費等）
５．広報費

　　印刷製本費

成果発表会講師謝金
成果発表会講師旅費

６．報告書作成経費

７．その他の経費

　　　資料印刷費

　　　通信運搬費

　　　消耗品費

　　　雑役務費


	
	

	一　般
管理費
	８．一般管理費
　　一般管理費
	１～７の合計（外注費を除く）の１０％以内
	

	再委託費
	９．再委託費
　　再委託費
	
	

	消費税及び
地方消費税
	10．消費税及び地方消費税
	
	

	
	合　計
	
	


注１：委託契約時において、支出予定のない対象科目は、対象外となる。
注２：積算根拠欄については、必要となる経費の内訳毎に単価、人数、回数など積算根拠を詳細

に記入すること。
注３：事業実施計画と整合が取れていない場合や不明瞭な内訳や積算根拠の経費は、対象外とな

る。
別紙８
	学校名
	

	研究開発課題
	※教育課程の基準によらない教育課程の実施により、研究開発する課題についてご記載ください。また、課題を設定する背景・理由についてもご記載ください。

	教育課程の基準によらない教育課程の内容
	※教育課程の基準によらない教育課程の内容（教科・科目、対象学科・学年、教育内容、取得単位数等）について詳細にご記載ください。

	教育課程の基準によらないことが必要な理由
	※教育課程の基準によらない教育課程を編成・実施する必要性やその背景、実施することにより想定される効果（課題解決等）についてご記載ください。


※　学校教育法施行規則第85条又は第108条第2項に基づく教育課程の基準によらない教育課程の編成及び実施の予定がある場合のみご記載ください。

※　研究初年度に予定している教育課程表を添付してください。
※　新たに設定する教育課程の内容によっては、追加で補足資料を求める場合があります。
PAGE  
23

